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所 属 林政課恵みの森づくり推進室 森林整備課

担当(係)名 恵みの森づくり係 内線 3028 間伐係 内線 3194

新 恵みの森づくりプロジェクト

＜清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

６３，１００ 繰入金 61,800 補助金 57,700

（前年度 ０） 一般財源 1,300 委託料 3,000

２ 背 景 ・ 現 状

里山林や奥山林等では手入れ不足による森林の荒廃が顕在化している。里山林では

所有面積が狭小かつ所有界が不明確であること、奥山林では路網が未整備で森林施業

のコスト低減が困難であることなどから、従来の木材生産を目標とする林業の枠組み

では再生が困難である。

３ 事 業 目 的

新たな森林資源の活用や、環境保全林の管理手法を構築するなど、環境を重視した

新たな森林づくりを進める。

４ 事 業 概 要

新（１）恵みの森づくり関連事業（5,100 千円）

生物多様性の保全や鳥獣害対策、広葉樹等の資源の活用などを促進するため、県

内に環境保全モデル林を整備するとともに、民間主導・県民協働の組織「恵みの森

づくりコンソーシアム」による森林資源を活用した新たなビジネスの創造等の取組

みを支援する。

新（２）里山林整備事業（58,000 千円）

住宅地や農地、生活道路等の周辺にある身近な森林について、生活環境の保全や

生物多様性の保全など里山林が持つ公益的機能を維持・向上するため、整備・管理

に対して補助する。

・補助率 10/10

・補助メニューと補助単価（上限）

侵入竹の除去 300 千円/ha、森林病害虫防除 40 千円/m3、

広葉樹等の植栽 500 千円/ha、修景等の環境保全 125 千円/ha 等

（款）６農林水産業費（項）５林業費（目）(2)林業振興費

（明細書事業名）○振興諸費

恵みの森づくりモデル事業費 他
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所 属 林政課恵みの森づくり推進室 森林整備課

担当(係)名 恵みの森づくり係 内線 3028 間伐係 内線 3194

新 水源林保全プロジェクト

＜清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

４０６，５５６ 国庫 38,556 補助金 406,200

（前年度 ０） 繰入金 368,000

２ 背 景 ・ 現 状

林業の長期的な低迷が続く中、木材を安価で大量に確保するため、大面積伐採とと

もに伐採後に造林されない森林が増加しており、森林の公益的機能の低下が懸念され

ている。また、所有森林を手放さざるを得ない森林所有者もおり、重要な水源地域等

の森林が開発業者等により取得される可能性がある。

３ 事 業 目 的

水源のかん養等公益的機能の維持が必要な森林のうち、荒廃又は荒廃のおそれのあ

る森林等で、公益的機能を維持するうえで早急に公的な管理を行う必要がある森林に

ついて、市町村による公有林化等を進め、適切な森林管理を促進する。

また、森林所有者による森林整備の実施が困難な森林において、水源の涵養等公益

的機能の高い森林に誘導するため公的な支援を進める。

４ 事 業 概 要

新（１）水源林公有林化支援事業（10,000 千円）

水道水源となっている取水施設等の上流部の森林など、早急に公有化が必要な森林

を市町村が取得する経費に対して補助する。

・補助率 10/10

・補助要件 複数の人家の水道水源となっている取水施設等の上流部の森林

市町村森林計画の公益的機能別施業森林で取得面積 1ha 以上 他

新（２）環境保全林整備事業（396,556 千円）

集約化施業による整備が困難な水源域、渓流域、急傾斜地等の森林について、水源

涵養、水質浄化、土砂流出防止、生物多様性の保全などの公益的機能が高い森林に誘

導するため、間伐等の森林施業に対して補助する。

・補助率 10/10

・補助単価（上限） 200,000 円/ha

（款）６農林水産業費（項）５林業費（目）(6)森林整備費

（明細書事業名）○単独事業

水源林公有林化支援事業費 他
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所 属 林政部 県産材流通課

担当(係)名 木材生産係 内線 3015

新 木質バイオマスエネルギーへの転換プロジェクト
＜清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

４７，９５０ 繰入金 47,350 補助金 47,260

（前年度 ６００） 一般財源 600

２ 背 景 ・ 現 状

原油価格の高騰や地球温暖化防止、東日本大震災の福島第１原発事故などにより、

クリーンで再生可能なエネルギー源の一つである木質バイオマスの関心が高まってい

る。しかし、原料となる木材の約８割は、収集運搬コストが高く林内に放置されてい

る。また、エネルギーとしての市場占有率が低いため、利用設備（ボイラー、ストー

ブ）が高額であり、普及が図られていない。

３ 事 業 目 的

林地残材の有効活用を図り、原料の搬出から加工までの効率的な利用システムを構

築し、木質バイオマスエネルギーの利用を拡大する。

４ 事 業 概 要

新（１）木質バイオマス利用施設導入促進事業 （43,105 千円）

再生可能なエネルギーの利用促進を図るため、公共施設への木質資源利用ボイラ

ー、木質ペレットストーブ、薪ストーブ等を導入する経費を助成する。

（２）林地残材の搬出促進

・ 森のエネルギー利用推進事業 （600 千円）

木質バイオマス利用促進のため、林地残材の低コスト搬出手法を検討するとと

もに、県下各地での木質バイオマス利用に関する協議への指導を行う。

新・ 県民協働による未利用材の搬出促進事業 （4,245 千円）

市町村、地域住民が一体となって林地残材を搬出する取組みに対し、森林所有

者等が搬出・運搬する未利用材の買取に対して助成する。

（款）６農林水産業費 （項）５林業費 （目）（3）県産材流通対策費

（明細書事業名）○木材生産流通対策費

木質バイオマス利用施設導入促進事業費 他
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所 属 林政部 県産材流通課 治山課

担当(係)名 木材生産係 内線 3015 公有林係 内線 3165

森林経営合理化プロジェクト ～ 計画的木材生産団地づくり ～

＜森林整備加速化・林業再生基金事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

２３２，３４９ 財収 2,510 負担金 17,048

（前年度 ８５，３１６） 一般財源 229,839 補助金 210,895

２ 背 景 ・ 現 状

国は、１０年後の木材自給率５０％以上を目指す「森林・林業再生プラン」を策定

し、具体化するために森林所有者等が森林経営の長期方針や計画的な路網整備や木材

の生産計画等を盛り込んだ森林経営計画制度を創設した。

県では、この制度のモデルとなった「森プロ（健全で豊かな森林づくりプロジェク

ト）」を平成 19 年度から開始し、路網の整備と高性能林業機械の組み合せによる計画

的な木材生産を進めてきた。

国の制度の創設に伴い、この取組みを加速度的に進めることが課題である。

３ 事 業 目 的

公有林を核とした集約化、県営林での提案型モデル事業や高性能林業機械の導入支

援により森プロ実施箇所を拡大し、計画的に木材を生産する団地づくりを進める。

４ 事 業 概 要

（１）地域展開型森林づくりプロジェクト推進事業 （4,306 千円）

県自らが、公有林などを核に周辺の民有林を含めた事業地を団地化し、森林所有

者の意向によりこの事業地の施業を実施する林業事業体を選定する。また、施業を

実施する事業体の人材育成のための研修を実施する。

（２）県営林提案型施業モデル事業 （17,048 千円）

（１）の取組みを具体的に進めるため、県営林を核とした事業地を設定し、林業

事業体の選定や施業契約を締結し、路網整備から木材生産までを一体的としたモデ

ル事業を実施する。

（３）高性能林業機械導入事業 （210,995 千円）

木材生産を増大し経営規模の拡大を目指す林業事業体が高性能林業機械を購入する

経費の一部を助成する。また、経営規模の小さい事業体が試験的に高性能林業機械を

利用できるようレンタルに要する経費の一部を助成する。

（款）６農林水産業費 （項）５林業費 （目）(3)県産材流通対策費

（明細書事業名）○木材生産流通対策費

地域展開型森林づくりプロジェクト推進事業費 他
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所 属 林政部 森林整備課

担当(係)名 技術支援係 内線 3197 森林組合･担い手係 内線 3194

新 森林経営合理化プロジェクト ～人材育成対策～

＜森林整備加速化・林業再生基金事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

８９，２７６ 国庫 5,600 補助金 75,133

（前年度 ７，７００） 一般財源 83,676 委託料 5,000

２ 背 景 ・ 現 状

新たな森林計画制度では、市町村が地域の森林づくりの全体像を描く市町村森林整

備計画を策定し、森林所有者等が森林経営の長期の方針や路網計画、間伐計画等をま

とめた森林経営計画を作成する必要がある。これら計画の作成や計画に基づき施業を

実施する人材の育成が喫緊の課題となっている。

３ 事 業 目 的

市町村森林整備計画や森林経営計画の作成を指導するフォレスターや、森林経営計

画の作成・実行監理する施業プランナー、計画に基づき現場作業を行う森林技術者、

森林作業道作設オペレーターを育成し、持続可能な森林経営の確立を目指す。

４ 事 業 概 要

（１）日本型フォレスター活動・育成事業（5,600 千円）

市町村森林整備計画の作成、森林経営のための具体的な計画である森林経営計画

の作成・実行監理に対し技術的な支援を行う「フォレスター」を段階的に育成する。

新（２）施業プランナー育成対策事業（800 千円）

森林所有者に対して計画的かつ効率的な森林づくりを提案し、現場作業の適正な

実行監理ができる「施業プランナー」を段階的に育成する。

新（３）森林・林業人材育成加速化事業（82,876 千円）

効率的な森林づくりを実現するため、木材生産を低コストで行える「森林技術者」

や「森林作業道作設オペレーター」を育成する。

持続可能な森林経営を進める人材の位置付け

森林経営計画

申請

認定

市町村森林整備計画

市町村

指導・助言

相談

補助金等

申請

受領

県

フォレスター
○市町村森林整備計画の作成支援
○森林経営計画の作成・実行監理に関する指導 など

連携

森林組合・林業会社等＝森林経営の主体

森林経営計画に基づく施業の実行監理

森林作業道作設オペレーター
○林業機械の走行を想定した丈夫で簡易

な森林作業道を地形、地質等の条件に
応じて作設

森林技術者
○林業作業に必要な知識、技術・技能を修得し、

高い生産性・安全性を確保しながら、林業の
現場作業を実施

計画作成
を提案

森林経営
を委託

〔林業事業体〕

現場技能者

森
林
所
有
者

施業プランナー
○森林経営計画の作成（Plan）、実行（Do）、進捗管理（See）、見直し（Check）
○各種補助制度の効果的な活用 など

（款）６農林水産業費（項）５林業費（目）(2)林業振興費

（明細書事業名）○林業普及指導費

日本型フォレスター活動・育成支援事業費 他
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所 属 林政部 県産材流通課

担当(係)名 加工流通係 内線 3015 県産材需要拡大係 内線 3013

新 優良県産材供給倍増プロジェクト

＜森林整備加速化・林業再生基金事業＞

＜清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

４９４，３８０ 繰入金 85,800 補助金 491,720

（前年度 １４２，２５０） 一般財源 408,580

２ 背 景 ・ 現 状

景気の低迷や人口減少社会を迎え、新築住宅着工戸数が減少するなど、木材需要量

は減少傾向にあり、木造住宅や公共建築物等において県産材使用量を増やす取組みが必

要である。また、需要確保のためには、ユーザー側の需要にあった品質の優れた製材品

の生産体制の確立が求められている。

３ 事 業 目 的

県産材の供給倍増のため、製材工場の体質強化等生産加工体制を強化するとともに、

公共施設等での県産材使用増や県産材住宅を担う工務店の体質強化等を支援すること

により県産材安定供給体制（Ａ材サプライチェーン）の構築を図る。

４ 事 業 概 要

（１）県産材生産加工体制の強化

新・製材工場体質強化支援事業 （2,730 千円）

工務店等需用者へ優良県産材を安定供給する体制整備のため、製材工場向け経営セ

ミナーの開催、乾燥技術指導の実施、製材工場自らが行う経営改善の取組みに係る

経費への助成等県内製材工場の体質強化を支援する。

・木材加工流通施設等整備加速化事業 （404,750 千円）

乾燥等品質に優れた優良県産材の安定供給体制を整備するため、必要な施設整備

に対して支援する。

（２）県産材需要拡大施策の推進

新・ぎふの木で家づくり協力工務店育成事業 （1,100 千円）

ぎふの木で家づくり協力工務店で構成する団体が行う、設計力、デザイン力、宣

伝力等地域工務店の強化に係る経費の一部を助成する。

新・木の香る快適な教育施設等整備事業 （85,800 千円）

公共建築物等木材利用促進法の施行を踏まえ、市町村等が行う教育・福祉関連施設

等の木造化、内装木質化にかかる経費の一部を助成する。

（款）６農林水産業費 （項）５林業費 （目）(3)県産材流通対策費

（明細書事業名）○木材利用推進対策費

木の香る快適な教育施設等整備事業費 他
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所 属 林政課恵みの森づくり推進室 環境生活部 環境生活政策課

担当(係)名 恵みの森づくり係 内線 3028 政策企画係 内線 2385

新 清流の国ぎふ森林・環境税による使途事業［再掲］

＜清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

８７０，０００ 繰入金 870,000 補助金 721,904

（前年度 ０） 委託料 97,396

２ 背 景 ・ 現 状

管理放棄され荒廃した森林や野生動物による農作物の被害の増加、外来生物の繁殖、

水環境の悪化などにより、森林や河川の持つ公益的機能が低下し、県民の安全・安心

な生活に影響を及ぼすおそれがある。

３ 事 業 目 的

清流の国ぎふ森林・環境税を活用して、森林及び河川の有する県土の保全、地球温

暖化の防止、生物多様性の確保などの公益的機能の維持増進を図る。

４ 事 業 概 要 【詳細は別添リーフレット参照】

（１）環境保全を目的とした水源林等の整備 （380,000 千円）

水源となる奥山林や水源林、水質保全に役立つ渓流沿いの渓畔林、山地災害防止

のために重要な森林において、針広混交林化などの森林整備を進める。

（２）里山林の整備・利用の促進 （66,800 千円）

住民の身近な環境である広葉樹を中心とした里山林の整備を進めるとともに、持

続的な取組みとなるよう、里山林の資源を有効活用する仕組みづくりを行う。

（３）生物多様性・水環境の保全 （174,500 千円）

豊かな自然環境を保全するため、野生生物の保護管理、里地や身近な水辺の保全

等に取り組む。

（４）公共施設等における県産材の利用促進 （183,800 千円）

環境保全や木材利用に対する理解を深めるため、公共施設等の木造化や木質バイ

オマス利用等の取組みを強化する。

（５）地域が主体となった環境保全活動の促進 （64,900 千円）

地域が主体となった森林づくりや、水環境保全等の活動を促進するため、市町村

やＮＰＯなどが行う取組みを支援する新たな制度を創設する。

（款）６農林水産業費（項）５林業費（目）(6)森林整備費

（明細書事業名）○単独事業

環境保全林整備事業費補助金 他
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所 属 林政部 林政課

担当(係)名 政策企画係 内線 3019

森林整備加速化・林業再生基金事業［再掲］

＜森林整備加速化・林業再生基金事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

１，８７５，２０５ 一般財源 1,875,205 補助金 1,865,330

（前年度２，４２２，８３２）

２ 背 景 ・ 現 状

国の平成２３年度３次補正予算により、震災復興木材の安定供給対策及び円高影響

対策として森林整備加速化・林業再生基金事業が平成２６年度まで継続することにな

り、また、国の平成２３年度４次補正予算において、森林施業プランナー等の人材育

成支援が追加された。

３ 事 業 目 的

搬出間伐、木材加工施設の整備等を支援し、東日本大震災で被災した地域の復興に

必要な木材を安定的に供給するとともに、円高状況下でも輸入材に対抗できる県産材

の生産体制を確立する。また、森林・林業の再生に必要な森林施業プランナー等の人

材を育成する。

４ 事 業 概 要

（款）６農林水産業費（項）５林業費（目）(6)森林整備費

（明細書事業名）○公共事業

森林整備支援加速化事業費補助金 他

事 業 内 容 事業費(H24～26) H24 事業費 備考

間 伐 17.6 億円 5.2 億円

路網整備 19.1 億円 4.6 億円

境界明確化 3.4 億円 1.4 億円

林業機械整備 3.3 億円 2.0 億円

間伐材等流通支援 0.5 億円 0.3 億円

木材加工流通施設整備 11.3 億円 4.0 億円

バイオマス関連施設整備 0.7 億円 0.4 億円

人材育成支援 1.8 億円 0.8 億円

そ の 他 0.1 億円 0.1 億円 協議会運営費等

合 計 57.8 億円 18.8 億円
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所 属 林政部 森林整備課

担当(係)名 整備係 内線 3192 間伐係 内線 3194

新 健全で豊かな森林づくりのための間伐を重点支援

＜森林整備加速化・林業再生基金事業＞

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】

２，７６９，９９８ 国庫 1,137,016 補助金 2,708,860

（前年度２，５６３，６３７） 使手等 157,705

一般財源 1,475,277

２ 背 景 ・ 現 状

県内の森林の多くは戦後に植栽され、成長に伴い木材として利用可能な状況になり

つつある。林業、木材産業の振興のためにはこうした森林資源を有効に活用していく

ことが重要である。

このため県では、「岐阜県間伐推進加速化計画（平成22年度～平成26年度）」を策

定し、「災害に強い森林づくり」を進めるとともに、特に「森林資源を活かした林業

の活性化」に重点を置いて間伐の推進に取り組んでいる。

３ 事 業 目 的

小規模で分散している事業地を取りまとめる集約化を進めるとともに、森林内に路

網を整備し、高性能林業機械を導入し、これまで森林内に切り捨てられていた間伐材

を搬出して利用する「搬出間伐」を推進し、木材を安定的に市場に供給していくこと

で、林業・木材産業の活性化を図る。

４ 事 業 概 要

（１）森林整備事業費補助金（1,637,402千円）

森林所有者等が実施する間伐、森林内の路網整備等に補助

新（２）森林整備加速化事業費補助金（677,236千円）

集約化が進んだ森林等において森林所有者等が実施する間伐に補助

（３）路網整備加速化事業費補助金（455,360千円）

搬出間伐に必要な林内路網の整備に補助

搬出間伐の実施状況 間伐が実施された森林

（款）６農林水産業費（項）５林業費（目）(6)森林整備費

（明細書事業名）○公共事業

森林整備事業費補助金 他


